
令和 8 年 3 月 （改定）

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要
（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,410 円 2,622 円
3,410 円 2,588 円
3,410 円 2,531 円

別添２－1

佐川町下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 高知県佐川町

事 業 名 ： 農業集落排水事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ） 西組地区：平成14年度（23年）

法適
（全部適用・一部適用）

非適の区分

全部適用
（令和6年4月1日）

処 理 区 域 内 人 口 密 度 23.7人／ha
（令和7年3月31日時点）

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無 なし

処 理 区 数 １処理区

処 理 場 数 １処理場

広域化・共同化・最適化
実施状況*1 実施していない

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する
施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

佐川町農業集落排水施設の管理に関する条例第13条に基づき、世帯割と人員割により算定し、その合計額に
100分の110を乗じて得た額（その額に1円未満の端数金額が生じたときは、その端数金額を切り捨てた額)とす
る。
・世帯割（税込）１世帯当たり　2,200円　・人員割（税込）１人当たり　660円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

日本産業規格（JIS A 3302）の算定基準に基づき、各事業所種別の算定式により算出した人員に対して、条
例で定められた人員割を乗じる。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方 　―

令和4年度 令和4年度
令和5年度 令和5年度
令和6年度 令和6年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
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③ 組　織

　建設課　水道係（４名）

課長 課長補佐 水道係長  係員
（兼務） （兼務） （１名） （３名）
　＊令和３年４月　組織体制再編　上水道部門に管理体制を統合

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

職 員 数 １名（建設課・水道係の職員が兼務にて農業集落排水施設の管理・運営を行っている。）　

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

施設の維持管理に係る保守点検、清掃については民間委託で対応して
いる。

 イ　指定管理者制度 なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ なし

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　
*4

なし

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　
*5

なし

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

別紙「経営比較分析表」のとおり

処理区域内人口の予測

有収水量の予測

事 業 運 営 組 織

民 間 活 用 の 状 況

資 産 活 用 の 状 況

西組地区農業集落排水事業の処理区域内の定住人口は、
供用開始時518人であったが、令和7年3月31日時点では
403人となっており、徐々に減少している。
今後も人口が増加に転じることは困難であることが予測され、今
回改定の経営戦略においては「国立社会保障・人口問題研究
所」による将来推計人口の予測をもとに推計を行った。

処理区域内人口の減少予測から、有収水量についても同様に減少していくことが予想される。
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（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

使用料収入の見通し

施設の見通し

組織の見通し

○施設の適正管理
　・最適整備構想の改定や事業化計画に基づき、計画的に機器の更新を実施することで、施設の長寿命化と必要経費の縮減を図る。

○経営の明確化・安定化
　・令和６年度から地方公営企業法を全部適用し、企業会計へ移行した。
　・経費回収率の目標60％を考慮し、経常経費の縮減に取り組みながら、料金設定の継続的な検討を行う。

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目 標

施設整備を計画的に進め、施設の機能を適切に維持する。

耐用年数を経過し、機能が低下した器機について令和2年度から令和4年度にかけて更新したが、今後も5～6年ごとに事業化計画を策定し、計
画的に更新することにより、施設の機能を適切に維持する。
また、管路については不明水の発生を見極めながら調査・補修等を検討する。

目 標

補助対象事業については補助金を充当後、企業債を活用する。
また、補填財源・現金預金残高のバランスを考えながら、建設改良事業債の発行水準を検討する。

施設整備等の財源については、国・県補助金及び企業債により、必要な財源を確保する。
経常費用については、国が示す繰出基準に基づく一般会計からの繰入及び収支不足の解消を図るための基準外繰入を行う。

特定財源（国庫補助金等）にて賄う費用を除いた経費回収率の目標を60％に設定し、令和７年４月１日に供用開始後初の使用料改定
（約22％）を行ったことにより、年間100万円程度の使用料収入の増加となった。
しかし、処理区域内の人口予測を鑑みると、今後の使用料収入の増加は見込めず、減少していくことが予想される。

西組地区農業集落排水施設は平成14年の供用開始から23年が経過しており、機械や電気設備の老朽化が進行しているため、令和2年度から
令和4年度にかけて実施した機能強化対策事業において一部機器の更新等を実施した。また、令和６年度から７年度には未更新であった中継ポ
ンプ設備３台の更新も単独事業にて実施した。
今後も施設の整備を計画的に進め、農業集落排水施設の機能を適切に維持しながら、負担の軽減と費用の平準化を図る。

今後も町の直営で管理・運営を実施する。
現在、農業集落排水事業は水道係の職員が、水道事業との兼務にて業務を行っており、今後もこの体制を維持する見込みである。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

職員給与費：地方公営企業法適用後は１名分を計上している。
光熱水費：過去の実績から平均的な増加率にて計上した。
修繕費：過去の実績から平均的な増加率にて計上した。
手数料：過去の実績から平均的な増加率にて計上した。
郵送料：過去の実績から平均的な増加率にて計上した。
委託費：過去の実績から平均的な増加率にて計上した。
その他：過去の実績から平均的な増加率にて計上した。
支払利息：既借入企業債分については、償還表に基づき各年度の支払額を計上した。
　　　　　　　新規借入企業債分については、近年の実績により償還期間及び利率を設定し計上した。
　　　　　　（建設改良事業債利率2.4％、公営企業会計適用債利率1.0％）

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項 本町だけの取組みには限界があるため、県及び近隣自治体と足並みを揃えて、中長期的な
将来を見据えた共同化等について検討していく。

投資の平準化に関する事項 地方公営企業法適用化後、整備した施設や管路の固定資産台帳や点検・調査等を基に、
アセットマネジメントを実施のうえ、長期的な更新需要を把握し、検討していく。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど） なし

その他の取組 なし

使用料の見直しに関する事項 経費回収率を注視しながら、定期的な見直しの検討を行う。

資産活用による収入増加
の取組について なし

その他の取組 なし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

現在行っている維持管理等の民間委託については、今後も継続していく予定であるが、その他
については活用・検討の予定はない。

職員給与費に関する事項 水道係職員１名分を計上し、一部を水道事業会計から繰り入れる。

動力費に関する事項 設備更新時等、経費削減につながる器機の更新を検討していく。

薬品費に関する事項 なし
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５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

修繕費に関する事項 クラウド型監視システムを使用して管理・点検を行い、異常等あれば速やかに修繕を実施する
ことで施設の維持を図る。

委託費に関する事項 施設の維持管理は、専門知識と経験を有した民間業者へ委託して行う。

その他の取組 経営状況や財政状態を的確に把握した上で、中長期的な視点に基づく経営基盤の強化と
財政マネジメントの向上に取り組む。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

将来にわたり安定的に事業を継続していくため、PDCA（計画・実施・検証・見直し）サイクルの考えに
基づき、投資・財政計画の達成状況について毎年度進捗管理を実施し、計画と実績の乖離を検証・対
応していく。
また、使用料の改定により、収支計画に大きな修正が必要となる場合においては、見直しを実施するほ
か、現状分析や社会情勢の変化などを考慮し、本戦略を更新する。
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供用開始年月日 平 成 14 年 5 月 9 日

処理区域内人口 ４１３　人

計算期間 自 ： 令 和 ８ 年 ４ 月

至 ： 令 和 13 年 ３ 月

（５年間）

最近１箇年間の実績
（R６年度決算額）

投資・財政計画計上額
（５年間平均）（Ａ）

公費負担分
（５年間平均）（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

4,743 5,651 5,651

0 0 0

28,358 25,711 25,711

33,101 31,362 0 31,362

最近１箇年間の実績
（R６年度決算額）

投資・財政計画計上額
（５年間平均）（Ａ）

公費負担分
（５年間平均）（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

0 182 182

0 0 0

0 182 0 182

0 0 0

774 558 558

256 295 295

1,030 853 0 853

0 0 0

1,950 2,081 2,081

1,331 1,374 1,374

0 659 659

1,594 1,789 1,789

4,875 5,903 0 5,903

給 料 2,412 2,737 1,368 1,369

手 当 ・ 法 定 福 利 費 等 1,880 2,240 1,120 1,120

6,249 2,715 2,014 701

839 250 250

11,380 7,942 4,502 3,440

2,251 1,260 1,260 0

14,961 15,422 7,141 8,281

17,212 16,682 8,401 8,281

34,497 31,562 12,903 18,659

料金算定期間（開始） 料金算定期間（終了） 料金算定期間 資産維持費率

償却資産（期首残高） 償却資産（期末残高） 償却資産（平均残高） （参考　水道事業）

371,125 292,190 331,658 3%

資産維持費＝料金算定期間の平均償却資産残高×資産維持費率（３％） 9,950

経常費用 + 資産維持費 28,609

料金収入／料金対象経費 (X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 19.8%

＜使用料水準についての説明＞

原価計算表

収　入　の　部
金　　　　　　　　額（千円）

使 用 料 (X)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額（千円）

修 繕 費

そ の 他

小 計

備 消 品 費

修 繕 費

光 熱 水 費

小 計

備 消 品 費

委 託 料

手 数 料

修 繕 費

光 熱 水 費

小 計

委 託 料

そ の 他

小 計

支 払 利 息

減 価 償 却 費

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

令和６年度において、使用料の水準は115円/㎥となっており、経費回収率も100％を大きく下回っています。また、上記の原価計算表に
おいても、資産維持費を含めた使用料対象経費に対する使用料の割合は19.8％となっており、現状では使用料算定期間内における総
括原価を使用料で回収できない見込みです。
今後も、経常経費の縮減に取り組みながら、料金設定の継続的な検討を行う必要があると考えています。

・使用料算定期間は、３～５年が目安とされており、今回の改定においては令和８年度～令和１２年度の５年間としています。
・投資・財政計画計上額（A）蘭は、直近５か年の使用料算定期間内における平均値を記載しています。
・資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場
合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係る
もの）を計上するものです。

項 目

項 目

管
渠
費

ポ
ン
プ
場
費

処
理
場
費

総
係
費

人
件
費

資
本
費
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高知県　佐川町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

法適用 下水道事業 農業集落排水 F2 非設置 11,805 100.80 117.11 ■ 当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

- 71.13 3.53 100.00 3,410 413 0.17 2,429.41 【】 令和6年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（令和6年度決算）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

2. 老朽化の状況

全体総括

　令和６年度から地方公営企業法を適用し、法適用後最初の
決算となるため、経営分析は比較ではなく当年度の数値に基
づく経営分析を行います。

①経常収支比率については、100％を下回っており、一般会
計から収支差額を補うための繰入を行い、収支不足を賄って
いる状況です。
②会計システムの構築等、法適用に係る費用について、令和
８年度までは起債を充当するため、一般会計からの繰入を抑
えています。そのため、累積欠損金の比率は上昇する見込み
です。
③流動比率は280.04と平均を大きく上回っていますが、令和
６年度地方公営企業法を適用するに当たり、法非適用時の基
金を取り崩して収益に入れたため、一時的に現金が多くなっ
ています。
④企業債残高対事業規模比率については、設備更新等のため
の費用を補助金や企業債での借入金で賄っていますが、償還
額全額を一般会計から繰り入れているため当該値は０％と
なっています。
⑤経費回収率は、100％を下回っており経費のすべてを使用
料で回収できていない状況です。また、本年度は維持管理適
正化計画策定により多額の費用を要したため、数値が悪化し
ていますが、そのための費用には国庫補助金を充当していま
す。
⑥汚水処理原価は、類似団体平均値に比べて高い水準です
が、施設の老朽化に伴う修繕費の増加や地方公営企業法適用
に向けての取り組み等のための経費増加により、処理原価が
上昇しています。
⑦施設利用率は、毎年利用率に変動はあるものの、全国平均
に比べて高い水準を保っています。将来的には汚水処理人口
の減少が想定されることから、適切な施設規模の維持が課題
となります。
⑧水洗化率は、処理区域内の施設利用者数の減少により、低
下しています。加入促進を図るなど、水洗化率向上に向けて
の取組が必要と考えます。

③管渠改善率は、０％であり管渠の更新等は実施
していません。当該施設は平成１４年に供用を開
始しており、管渠以外の下水処理施設（処理場、
ポンプ施設）については、令和元年度に策定した
機能強化対策事業計画に基づいて令和２年度から
４年度まで工事を実施しました。
　令和２年度には、処理施設の非常用通報装置、
ポンプ施設の電気設備、令和３年度と４年度に
は、処理施設、ポンプ施設の機械設備を更新し、
令和６年度は中継ポンプ場のポンプ取替工事を行
いました。
　今後も計画的に設備の更新を行い、適切な管理
を行っていきます。

　当事業は本年度から地方公営企業法適用したた
め、法適用後最初の決算となり、経営分析は比較
ではなく単年度での評価としています。
　将来的には、処理区域内人口の減少による料金
収入の減、施設の老朽化による維持管理費の増加
が見込まれ、令和７年４月から使用料の改定を行
いましたが、依然として一般会計からの繰入に依
存しているのが現状です。このことから、更なる
経費削減や使用料の適正化の検討も継続的に必要
と考えます。
　企業会計に移行したことから、下水道事業の経
営状況をより具体的に把握し、将来に向けての経
営の見通しを立て、適切な判断を行い、健全化を
目指していきます。
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.30】 【102.74】 【47.19】 【798.10】

【87.80】【49.92】【286.33】【54.51】

【28.46】 【0.03】 【0.02】



様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画
佐川町農業集落排水事業

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和6年度 令和7年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 4,826 5,849 5,790 5,732 5,674 5,617 5,561 5,505 5,450 5,395 5,341 5,287
(1) 4,743 5,825 5,766 5,708 5,650 5,593 5,537 5,481 5,426 5,371 5,317 5,263
(2) (B)
(3) 83 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24

２． 28,276 23,764 24,000 25,210 25,626 26,192 27,407 28,108 28,818 29,333 30,484 31,090
(1) 2,130 2,235 2,335 2,410 2,486 2,565 2,647 2,731 2,818 2,908 3,001 3,096
(2) 13,090 13,385 13,572 14,707 14,959 15,292 15,967 16,406 16,908 17,347 18,217 18,822

2,251 2,002 1,742 1,449 1,244 1,033 833 671 590 541 742 945
6,910 6,910 7,023 7,023 7,039 7,122 7,497 7,623 7,717 7,703 7,857 7,730
1,620 1,780 1,910 2,040 2,040 2,040 2,040 2,040 1,960 1,530 420 260
2,309 2,693 2,897 4,195 4,636 5,097 5,597 6,072 6,641 7,573 9,198 9,887

(3) 5,000
(4) 8,051 8,104 8,063 8,063 8,151 8,305 8,763 8,941 9,062 9,048 9,236 9,142
(5) 5 40 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

(C) 33,102 29,613 29,790 30,942 31,300 31,809 32,968 33,613 34,268 34,728 35,825 36,377
１． 31,667 28,494 29,048 29,493 30,056 30,776 32,135 32,942 33,678 34,187 35,083 35,432
(1) 4,292 4,526 4,670 4,819 4,972 5,130 5,293 5,462 5,636 5,816 6,001 6,192

2,412 2,489 2,568 2,650 2,734 2,821 2,911 3,004 3,100 3,199 3,301 3,406

1,880 2,037 2,102 2,169 2,238 2,309 2,382 2,458 2,536 2,617 2,700 2,786
(2) 12,414 9,006 9,292 9,588 9,893 10,208 10,533 10,868 11,215 11,572 11,941 12,321

1,836 1,896 1,956 2,018 2,082 2,148 2,216 2,286 2,359 2,434 2,511 2,591
774 1,273 1,313 1,355 1,398 1,442 1,488 1,535 1,584 1,634 1,686 1,739

9,804 5,837 6,023 6,215 6,413 6,618 6,829 7,047 7,272 7,504 7,744 7,991
(3) 14,961 14,962 15,086 15,086 15,191 15,438 16,309 16,612 16,827 16,799 17,141 16,919

２． 2,830 2,053 1,742 1,449 1,244 1,033 833 671 590 541 742 945
(1) 2,251 2,003 1,742 1,449 1,244 1,033 833 671 590 541 742 945
(2) 579 50

(D) 34,497 30,547 30,790 30,942 31,300 31,809 32,968 33,613 34,268 34,728 35,825 36,377
(E) △ 1,395 △ 934 △ 1,000
(F) 1
(G) 329 10
(H) △ 329 △ 9

△ 1,724 △ 943 △ 1,000
(I) △ 1,724 △ 2,667 △ 3,667 △ 3,667 △ 3,667 △ 3,667 △ 3,667 △ 3,667 △ 3,667 △ 3,667 △ 3,667 △ 3,667
(J) 56,189 53,322 50,412 49,127 47,736 46,709 45,026 43,915 47,707 53,759 60,730 67,361

665 534 529 523 518 513 508 502 497 492 487 482
(K) 20,064 20,695 21,177 20,744 21,078 19,633 16,472 6,477 6,116 5,424 5,684 6,789

1,624 1,672 1,722 1,773 1,826 1,880 1,936 1,994 2,053 2,114 2,177 2,242
( I )

(A)-(B)

(L) － － － － － － － － － － － －

(M) 4,826 5,849 5,790 5,732 5,674 5,617 5,561 5,505 5,450 5,395 5,341 5,287

－ － － － － － － － － － － －

(N) － － － － － － － － － － － －

(O) － － － － － － － － － － － －

(P) － 4,826 5,849 5,790 5,732 5,674 5,617 5,561 5,505 5,450 5,395 5,341

－ － － － － － － － － － － －

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
他 会 計 負 担 金
他 会 計 補 助 金

一 般 会 計 （ 利 子 ）
一 般 会 計 （ 資 本 費 ）
一 般 会 計 （ 法 適 用 債 元 金 ）

一 般 会 計 （ 収 支 補 填 ）
補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計
営 業 費 用

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） △ 35.7 △ 45.6 △ 63.3 △ 64.0 △ 64.6 △ 65.3 △ 65.9 △ 66.6 △ 67.3 △ 68.0 △ 68.7 △ 69.4

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出



様式第2号（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画
佐川町農業集落排水事業

（単位：千円）
令和6年度 令和7年度

（決算額）
決 算
見 込

１． 2,300 4,600 4,500 5,000 5,200 5,000 10,400 10,400 10,300

２． 9,033 9,313 9,640 9,932 9,422 9,610 7,726 4,373

３．

４．

５． 200 4,699 4,554 5,093 5,208 5,032 10,457 10,453 10,363

(A) 9,233 11,613 9,640 19,231 18,476 19,703 18,134 14,405 20,857 20,853 20,663

(B)

(C) 9,233 11,613 9,640 19,231 18,476 19,703 18,134 14,405 20,857 20,853 20,663

１． 2,310 9,398 9,234 10,647 10,416 10,065 20,915 20,907 20,726

２． 17,564 18,005 18,573 18,995 18,501 18,772 17,263 14,036 3,973 3,543 2,780 2,967

３．

(D) 17,564 20,315 18,573 28,393 27,735 29,419 27,679 24,101 3,973 24,458 23,687 23,693

(E) 8,331 8,702 8,933 9,162 9,259 9,716 9,545 9,696 3,973 3,601 2,834 3,030

１． 5,125 9,239 3,973 2,650 1,884 2,088

２． 8,331 8,702 8,933 9,162 9,259 9,716 4,420 457 951 950 942

(F) 8,331 8,702 8,933 9,162 9,259 9,716 9,545 9,696 3,973 3,601 2,834 3,030

(G)

(H) 124,224 109,819 92,546 78,151 64,150 50,378 38,315 29,279 25,306 32,163 39,783 47,116

（単位：千円）

令和6年度 令和7年度

（決算額）
決 算
見 込

13,090 13,385 13,572 14,707 14,959 15,292 15,967 16,406 16,908 17,347 18,217 18,822

10,781 10,692 10,675 10,512 10,323 10,195 10,370 10,334 10,267 9,774 9,019 8,935

2,309 2,693 2,897 4,195 4,636 5,097 5,597 6,072 6,641 7,573 9,198 9,887

9,033 9,313 9,640 9,932 9,422 9,610 7,726 4,373

9,033 9,313 9,640 9,932 9,422 9,610 7,726 4,373

22,123 22,698 23,212 24,639 24,381 24,902 23,693 20,779 16,908 17,347 18,217 18,822

年　　　　　度

区　　　　　分

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

損 益 勘 定 留 保 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

年　　　　　度

区　　　　　分

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

補
塡
財
源

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度
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収

支
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的

支

出


